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山武は、1906年の創業以来、計測と制御の技術「オー

トメーション」を追求し、「山武ならでは」のソリューション

を強みとする事業展開を行ってまいりました。とりわけ近

年においては、社会構造の変化や技術革新、環境保全、

省エネルギーに対する要請の高まりといった経営環境の

変化を、ビルおよび工業市場における新たなビジネス

チャンスとして積極的に捉え、さらに、ライフオートメー

ション分野という新領域への取り組みによって、社会の

ニーズに応え続けています。

創業100周年を迎えた当期（2007年3月期）は、3ヵ

年にわたる中期経営計画の最終年度となりましたが、お

かげさまで、計画当初の目標値を大きく上回る好業績を

達成することができました。これもひとえに株主の皆様

によるご理解、ご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。

現在の山武は、さらに長期的なビジョンとして、

2005年3月期を起点とする10ヵ年計画を推進中であ

り、最終年度である2014年3月期において「連結営業

利益300億円以上」の達成を目指しています。この目標

に向けて、山武は、「人を中心としたオートメーション」に

よる新たな価値の提供を追求し、持続的な成長を実現し

てまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援

を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

「人を中心としたオートメーション」を追求することで
新たな価値を提供し続けていきます

ごあいさつ

代表取締役会長



3

トップインタビュー

業績面では、当初の目標値であった「連結売上高2,000

億円」「連結営業利益130億円」「連結ROE7％以上」に対

して、営業利益目標を前期ですでに達成し、当期は、「連結

売上高2,345億円」「連結営業利益173億円」「連結

ROE9.3％」と、大幅に上回る成果によりクリアしました。

これまでの3ヵ年（2004～2006年度）の計画を「気持

ち創り期」と捉え、「商いの創造（事業構造の変革）」「働きの

創造（業務構造の変革）」「気持ち創り（新しい企業文化の創

造）」をキーワードに変革に向けた取り組みをすすめてき

ました。こうした取り組みを通じて、ビルディングオート

メーション（BA）、アドバンスオートメーション（AA）両事

業領域の拡大を図るとともに、新たな分野であるライフ

オートメーション（LA）事業の基盤作りに取り組み、その

中で、株式会社金門製作所のグループ化、株式会社テム

テック研究所やロイヤルコントロールズ株式会社との資

本・業務提携を機動的に実施していきました。

また、業績目標の達成に向けた施策のみならず、ファシ

当期（2007年3月期）で終了した
3ヵ年中期経営計画の総括をお聞かせ下さい。

Q1

好業績で目標をクリアし、
事業の拡大と経営基盤の強化を果たしました。

A

長期的な成長に向けて、
「基盤を確たるもの」に

小野木聖二代表取締役社長が語る

事 業 融 合 領 域 �
ライフ�

オートメーション�
事業（LA）�

ビルディング�
オートメーション�
事業（BA）�

アドバンス�
オートメーション�
事業（AA）�

周辺事業分野�

海外市場� 国内市場�

国際�
事業�

周辺事業分野�

国際�
事業�

建物・工場市場（基幹事業）�

●顧客の継続的な発展を支えるソリューション�
●環境、省エネなどの社会的な課題解決�

新事業領域�
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当社は、2005年3月期を起点とする10ヵ年の長期目

標に沿って成長戦略を推進しています。この長期目標で

長期目標（営業利益300億円以上）から2009年度業績目標を設定。この実現に向け、新中期経営計画スタートの年である2007年度は、営業利益200億円、
売上高2,440億円と積極的な業績目標に挑みます。

は、当社ならではの「人を中心としたオートメーション」に

よる事業を確立し、世界トップクラスの企業グループとし

て、「連結営業利益300億円以上」、そして、その帰結とし

ての「連結売上高3,000億円規模」の達成を目指してい

ます。

4月からスタートした新中期経営計画（2010年3月期

を最終年度とする3ヵ年計画）では、この長期目標を実現

するための「基盤を確たるものにする期」として、顧客満

足と「山武ならでは」を支点とした継続的な成長性の確保

を目指します。業績面では「連結営業利益230億円以上」

「連結売上高2,600億円規模」「連結ROE9.5%以上」を

最終年度における目標として掲げています。

新中期経営計画では、3事業分野において｢人を中心と

したオートメーション｣事業を具体化していくとともに、特

2007-2009年度 3ヵ年新中期経営計画
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リティおよび研究開発への経営資源の投入や生産体制の

再編など、持続的成長に必要な企業基盤の拡充・強化に

も注力してきました。さらには、2008年3月期からは、

経営陣に社外取締役を選任し、コーポレートガバナンス

の一層の強化を目指しています。

山武が10ヵ年の長期目標において
目指すものと新中期経営計画の位置付けを
ご説明下さい。

Q2

A「人を中心としたオートメーション」
による事業の拡大、その基盤を
確たるものとする3ヵ年。
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トップインタビュー

金門製作所は、ライフオートメーション事業の中核とな

る重要な事業基盤と優位性を有しています。現在、原材料

の高騰および都市ガスメーター需要の循環的減衰期と

いった厳しい事業環境での営業展開を余儀なくされてい

ますが、今後は、グループ協業によりシナジー効果を創出

する「金門・山武ジャンプアップ計画」を推進し、体質強化

と利益改善を図っていきます。

「金門・山武ジャンプアップ計画」では、大手ガス会社へ

のソリューション提案などアドバンスオートメーション事業

との協業や、水道検定満期到来メータの交換促進におけ

るビルディングオートメーション事業との協業などにより、

営業活動における金門製作所とのシナジー効果を創出し

ていきます。また、金門製作所工場における山武製品の生

産といった、生産面におけるシナジー効果についても追求

していきます。

さらに、人材の活用と配置の最適化、購買コストダウン

当社は、製品開発から生産、販売、施工、メンテナンス

サービスにいたる一貫した事業体制のもと、お客様の現

場から生まれるニーズを製品開発に反映し、「山武ならで

は」のものづくりに取り組んできました。この特長を活か

し、研究・製品開発・エンジニアリングの各機能の連携を

強化し、「山武ならでは」のものづくりを一層加速するた

め、昨年藤沢テクノセンター（写真下）へ関連する各部門

の集約を行いました。各事業の開発・エンジニアリング要

員をここに集約すること

で、コミュニケーション

とシナジーを強化して基

礎研究から製品開発、エ

ンジニアリングの業務

の流れを大幅に短縮し、

市場のニーズを捉えた

や事業所施設の有効活用など、山武グループとして経営

資源を活かしていくことで、金門製作所における効率的な

事業展開につなげていく考えです。

2009年3月期以降は、こうした取り組みの成果ととも

に、都市ガスメータ需要の回復も見込まれ、金門製作所

の業績については改善を予定しています。

にライフオートメーション事業と国際事業の強化を図りま

す。また、グループシンボル「azbil」のもと山武グループ

全体での連携を強化し、販売協働体制・商品開発力の強

化、国内外生産体制の最適化を図ります。

株式会社金門製作所の体質強化と
利益改善についてはどのように
取り組んでいきますか？

Q3

A グループ協業により
シナジー効果を創出する「金門・山武
ジャンプアップ計画」を推進します。

商品力を強化していくために
どのような取り組みを行っていますか？

Q4

A 現場での課題解決を製品に
フィードバックすることでメーカー
としての強みを発揮しています。

藤沢テクノセンター新技術棟（2006年12月竣工）
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新製品を迅速に投入していきます。また、ビルディング

オートメーションとアドバンスオートメーション両事業の技

術の融合により、工場の建物空調から製造ラインの制御

まで、工場全体の課題を解決するワンストップ･ソリュー

ションの能力を強化します。

当社では、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営

課題として認識し、連結業績、株主資本利益率・同配当率

の水準と、将来の事業展開と企業体質強化のための内部

留保等を総合的に勘案した上で、配当水準の向上に努め

つつ、安定した配当を維持していきたいと考えています。

こうした考えに基づき、当期においては、公表通り1株当

たり25円の期末配当を実施させていただきました。これ

により、当期の1株当たり年間配当については、25円の中

間配当と合わせて、50円となりました。

なお、来期については、グループ全体の事業体質強化の

成果と業績向上の見通しを踏まえつつ、株主の皆様への

還元を一層進めるべく、年間では普通配当を10円増配し、

1株当たり60円の配当とさせていただく予定であります。

1株当たり配当金 60.0円

60.0円

0.0円

3.6％

36.8％

普通配当

記念配当

純資産配当率（連結）

配当性向（連結）

2007年度
（予想）
年間

50.0円

50.0円

0.0円

3.2％

34.6％

2006年度
（実績）
年間

50.0円

40.0円

10.0円

3.5％

37.3％

2005年度
（実績）
年間

23.0円

23.0円

0.0円

1.7％

45.6％

2004年度
（実績）
年間

14.0円

14.0円

0.0円

1.1％

31.8％

2003年度
（実績）
年間

12.0円

12.0円

0.0円

0.9％

16.6％

2002年度
（実績）
年間

当期の配当および来期の
配当予想についてお聞かせ下さい。

Q5

A 株主の皆様への還元を一層
進めていくために来期における
増配を計画しています。

配当の推移と2007年度配当予想
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流体計測の可能性を拡げた
画期的技術

次世代流体計測技術

「TIDAS（タイダス）」

プラントや食品メーカーなど、さまざまな産業分野に

おいて、各種流体（液体）の正確な計測を行う際に用いら

れている電磁流量計。取り付け後のメンテナンスが容易

で、流体の圧力損失が少ないといった利点と使いやすさ

で知られていますが、半導体の超純水のような低導電率

の流体や、プラントの配管内で気泡が発生したり、満水で

流れていない状態の流体においては高精度の計測ができ

ないという問題があります。

山武では、こうしたニーズに向けた新しい計測原理の

探究として、従来の電磁流量計の枠を超えた新技術

「TIDAS（タイダス：Time Derivative of Vector

Potential A Sensing）」の開発に取り組んでいます。

「TIDAS」は、これまでの電磁流量計で検出していた「流

速に比例する起電力」に加えて、「変動する磁場により発

生する誘導起電力（流速以外の情報）」を検出することで、

流速に依存しない流体の状態検出や、流速スパンおよび

流速ゼロ点の補正を可能とする、画期的な技術です。

「TIDAS」による計測の大きなポイントは、コイルと電

極の配置にあります。従来の電磁流量計が、コイルと電極

を同一平面上に配置することで起電力を検出していたの

に対し、「TIDAS」では、コイルと電極をオフセット配置

（基準面を一定方向にずらして配置）することで、磁場の

変動により発生する起電力を検出。この起電力を抽出・

利用することで、流速の影響を受けずに水位など流体の

状態や特性の検出を行うことが可能となりました。また、

流速スパンや流速ゼロ点の補正とともに、計測における

S/N 比（計測シグナルとノイズの比）と応答速度を格段に

従来の電磁流量計の枠を超えて

大きな反響を呼んだ研究成果

NEW TECHNOLOGY 新技術のご紹介
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向上させました。

この研究成果は、発表論文「自動校正機能を持つ電磁

流量計による流量測定」により、2005年度計測自動制

御学会技術賞を受賞しました。

さまざまな分野に高精度な流体計測をもたらす「TIDAS」技術

①低導電率の流体や固形物が混じった液体におい

ても、高精度かつ高速による流量計測が可能と

なるため、半導体分野や環境分野での活用が期

待できます。

②気泡の混入状態や非満水状態などの検知によ

り、流体の体積補正による高精度な流量計測が

可能となります。

③流体の状態や特性における変化の有無や、配管

内における付着物の有無の検知を実現します。

「TIDAS」による流量測定の高精度化

高S/N比、高速応答での流量計測 体積を補正した流量計測

励磁コイル�

磁場の変動による渦電流�

変動する磁場�

従来と違いコイルと電極は管軸方向に�
オフセットを持っています。�

電極�

流体�

導電率検知�

配管内付着検知�

水位検知�気泡量検知�

「TIDAS」の基本構造



新製品のご紹介

山武は、廃棄物を最小限に抑えて最新BAシステムへの

リニューアルを可能にするサポートシステム「環境配慮型

BAリニューアルサポートシステム」を開発、販売開始しま

した。

1980～90年代前半に1,000システム以上販売され、

現在更新時期を迎えている当社BA製品「savic-net（セー

ビックネット）20/50I/50II」の更新をサポートします。お

客様の資産であるBAシステム周辺設備を最大限に利用し

ながら、webベースの当社最新BAシステム「savic-net

FX」への更新を容易に実現。これにより廃棄機器、新規導

入機器を最小限に抑え、環境への配慮、工事費用の削減

（最大30％）が可能になります。

BAシステムのリニューアルには、新たなインターフェー

スの導入や周辺機器の交換が必要で、大規模な工事の発

生とともに、追加投資や新機器の設置スペース確保等が、

お客様には大きな負担。近年では、

環境面への配慮からも、現構成を活

かしたリニューアルを望む声が高

まっています。今回の手法は、新旧

システム間を結ぶインターフェース

を「savic-netFX」に内蔵し、既存設

備との接続を可能としたものです。

ビルディングオートメーション事業 環境配慮型BAリニューアルサポートシステム

お客様の資産を利用し、廃棄物発生を最小限に

9

N E W  P R O D U C T

山武は、デジタル指示調節計SDCシリーズの最新機種

「SDC45A/46A」を販売開始いたしました。デジタル指

示調節計とは、温度や圧力、流量といった測定対象を一定

の値に制御するためのコントローラーです。

「SDC45A/46A」は、25msの高速サンプリング、指

示精度0.1%Reading、5桁表示の高機能デジタル指示

調節計（温度調節器／温調計）です。従来モデルの操作性

も継承し、扱いやすさと高機能を両立しています。

サイズは、96mm×96mmと、48mm×96mmの2

種をラインアップ。小さなボディに強力な機能を内蔵して

います。発信器用電源（DC24V）もオプションで用意し、

工業炉、食品機械からプラントエンジニアリング、半導体

市場まで、幅広いアプリケーションに対応します。

また、「SDC45A/46A」には、フルマルチ入力を最大2

点実装でき、シングルループPID制御から2ループ、カス

ケード制御まで1台で制御可能です。さらに入力、出力に

それぞれ折線近似

テーブルを標準装

備しており、非線

形プロセスへの対

応を容易にしてい

ます。

アドバンスオートメーション事業 デジタル指示調節計 SDC45A/46A

幅広いアプリケーションに対応する高機能機種
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CSR Watching 山武の環境経営

今年2月6日、山武グループの特例子会社、

山武フレンドリー株式会社が「障害者企業見学

会」を開催しました。

仕事風景見学では、社員（障害者）自らが説

明員として仕事内容を紹介。訪れた障害者雇

用を検討している企業等からの参加者約20

名からは、「一人ひとりが仕事に誇りと責任を

持って、いきいきと働く姿に感動した」「障害者

の個性、特性を理解した指導や仕事分担をぜ

ひ参考にしたい」といった声があり、実りある

見学会となりました。今後も、障害者雇用の促

進に貢献する取り組みを継続していきます。

山武フレンドリー、障害者雇用の促進に向けて企業見学会を開催

100周年記念プロジェクトとして湘南国際マラソンに協賛、環境活動をバックアップ

今年3月25日、山武は、指定管理者として昨

年4月から管理・運営を行っている台東区立社

会教育センターにて、小学生を対象にした体験

教室「エコ・キッズ探検隊」を開催しました。こ

れは、身近な自然と触れ合いながら地域の歴

史や文化を学び、環境保全の大切さを知っても

らうことを目的とするものです。

当日は、台東区の木である桜を通じて郷土

を紹介。また、桜を使った工作、おやつづくり

などを行いました。小学生たちは、これらに熱

中しつつ、桜という身近な自然環境に親しんで

いました。

桜を通じて郷土、環境を学ぶ小学生向け「エコ教室」を開催

今年3月17、18日、山武は、創業100周年記念プロジェクトの一環と

して、湘南地区で開催された「湘南国際マラソン2007」に協賛しました。

当日は、ランナーとしての参加や、受付や沿道整備、環境啓蒙、資源リサ

イクルなどのボランティア活動を展開し、大会をサポート。さらに、ブース

として会場に設営した「エコカフェ」でドリンクを無償提供し、大人気となり

ました。
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2007年3月期 連結決算の状況

当期のポイント

4期連続の増収・増益
目標を大きく上回り、中期経営計画を達成
2004年当初目標※を大幅に超える
売上高2,345億円、営業利益173億円、ROE9.3％を達成
※売上高2,000億円、営業利益130億円、ROE7％以上

当期の連結業績は、「商いの創造（事業構造の変革）」に

積極的に取り組んだ結果、ビルディングオートメーション

（BA）、アドバンスオートメーション（AA）両事業が、市況

の好調さを追い風に大きく増収、前期末から連結の範囲

に加えた株式会社金門製作所の業績も寄与し、売上高は

2,345億7千2百万円（前期比24.6％増）となりました。

利益面では、引き続き体質強化に取り組み、経費削減

やコストダウン努めた結果、営業利益は173億1千3百

万円（同28.1％増）、経常利益178億5千7百万円（同

28.1％増）となり、当期純利益は106億4千6百万円（同

8.7％増）と増加しました。来期の連結業績については、

以下の数値を見込んでいます。

第86期（2008年3月期）業績予想
●連結売上高 2,440億円（前期比 4.0％増）
●連結営業利益 200億円（前期比 15.5％増）
●連結経常利益 196億円（前期比 9.8％増）
●連結当期純利益 120億円（前期比 12.7％増）

2006年度�
2,345億円�

ビルディング�
オートメーション事業�
889億円�
37.6%

アドバンス�
オートメーション事業�

997億円�
42.1%

ライフオートメーション事業�
368億円 15.6%

その他事業�
111億円 4.7%

■事業別売上高構成比

（注）各事業の売上高には、セグメント間の内部売上高が含まれ
ております。内部売上高の消去金額は20億円であります。

重点解説
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グラフで見る連結業績の推移

（百万円）�（百万円）�

●営業利益率 ●当期純利益率�
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2007年3月期 連結決算の状況

ビルディングオートメーション事業（BA事業）

新規建物・既設建物の両市場で売上を拡大

（億円）�

2003 2004 2005 2006（年度）�

0
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0

200
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800

1,000

■売上高�■営業利益�

（億円）�

2002

790

56

825

55

821

64

889

84

813

70

889億円（前年同期比： 8.3％増）

84億円（前年同期比：30.9％増）

売 上 高

営業利益

BA事業では、ビルの管理・制御関連機器、システムの

開発から、製造、販売、施工、エンジニアリング、メンテナ

ンス、運営管理までを一貫してご提供しています。

当期の事業環境は、建築業界が景気の回復基調を受け、

首都圏を中心に不動産市場が活発化しつつも、低価格競

争は引き続き継続しました。

報漏洩対策ニーズの高まり

からセキュリティ（入退室管

理）事業が拡大し、売上を増

加させることができました。

この結果、BA事業にお

ける当期の受注高は946

億7千5百万円（前期比

10.1％増）、売上高は889

億7千7百万円（前期比

8.3％増）、営業利益は84

億5千9百万円（前期比

30.9％増）となりました。

当期における事業環境

新規建物市場においては、お客様のニーズを取り込み、

課題を解決する体制を強化し、工場空調分野においては、

アドバンスオートメーションカンパニーと協業することで

売上を増加させることができました。既設建物市場では、

総合エネルギーサービス

（ESCO事業）の受注が引

き続き堅調に推移し、新

たに参入した指定管理者

制度での契約増に伴い、

売上が増加しました。ま

た、建物の安全・安心、情

BA事業の取り組みと成果

■売上高・営業利益

重点解説
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アドバンスオートメーション事業（AA事業）

プロダクト事業およびソリューション事業が牽引

（億円）�

（億円）�

2003 2004 2005 2006（年度）�

■売上高�■営業利益�

2002

0

250

500

750

1,000

781

26

843

47

929

74

997

△50

0

30

60

90765

△22

90

997億円（前年同期比： 7.3％増）

90億円（前年同期比：21.2％増）

売 上 高

営業利益

AA事業では、工場、プラントの生産現場に不可欠なス

イッチ、センサ、コントローラ、バルブ、システム、ソフトウエ

アパッケージといった製品からエンジニアリング、保守サー

ビスまでをワンストップでご提供しています。

当期の事業環境は、企業収益の改善を受け、引き続き民

間設備投資が増加するなど、市場は堅調に推移しました。

績が拡大し、売上が

大きく増加いたしま

した。

また、グループ会

社である株式会社金

門製作所および株式

会社テムテック研究

所との協業による新たな事業領域の開拓にも取り組みま

した。

この結果、AA事業における当期の受注高は1,016億

2千3百万円（前期比6.2％増）、売上高は997億4千9百

万円（前期比7.3％増）、営業利益は90億6千8百万円

（前期比21.2％増）となりました。

当期における事業環境

国内におきましては、顧客密着での営業活動に徹し、

お客様が抱える生産現場での課題解決を、プロダクト事

業ならびにソリューションサービス事業の両面で展開し、

業績は堅調に推移しました。海外におきましては、注力

エリアとした中

国・韓国・台湾など

のアジアでの堅調

な事業拡大に加

え、事業を再構築

した北米を含めた

欧米においても業

■売上高・営業利益

AA事業の取り組みと成果
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ライフオートメーション事業（LA事業）

BA事業・AA事業との協業展開を開始

安全センター株式会社が夜間対応型訪問介護を都内で展開
山武グループの安全センター株式会社は、東京

都大田区より「夜間対応型訪問介護」の事業者とし
て指定され、今年3月から同区北エリアにおいて
事業を開始しました。
夜間対応型訪問介護は、夜間に定期的に各自宅

を巡回して行う訪問介護と、利用者の求めに応じ

て随時対応する訪問介護を組み合わせたサービ
ス。同社では、24時間365日確実に受信し、適
切に対処するコールセンター体制により、高齢者
とのコミュニケーションスキルと緊急対応能力を
発揮し、300名規模での事業を展開していきます。

TOPICSTOPICS

LA事業は、安心やケアサービスを必要とする方々への

介護や緊急通報サービス、環境リサイクル事業（生ごみリ

サイクルソリューション）、個人用住宅の快適空間を実現

するホームコンフォート事業など、計測・制御技術を応用

し、社会の新しいニーズに応えています。

当期の事業環境は、環境負荷低減意識の高まりや食品

関連事業者食品リサイクル法への対応ニーズが発生する

一方、原材料の高騰や都市ガスメータ需要の循環的減衰

期による厳しい状況が続きました。

当期における事業環境

ライフライン領域で中核を担う株式会社金門製作所で

は、LPガス機器事業において新製品を投入するとともに、

水機器事業における民間需要の新規開拓を進めました。

また、ビルディングオートメーション（BA）、アドバンスオート

メーション（AA）両事業との協業を進め、さらに生産面での

協業を開始しました。

ライフアシスト領域では、緊急通報サービス、介護ケア

サービスの需要を確保するとともに、新規参入した高齢者

グループホーム事業を進め、売上は堅調に推移しました。

この結果、LA事業における当期の受注高は370億4千

1百万円、売上高は368億4百万円、営業損失は5億2千

3百万円となりました。

LA事業の取り組みと成果

2007年3月期 連結決算の状況重点解説

368億円
△5億円

売 上 高

営業利益

※前期は、株式会社金門製作所お
よび同社連結子会社の損益は
含まれておらず、売上高は45億
5千4百万円、営業損益は6億9
千3百万円の損失計上。



16

国際事業

順調に拡大、今後は年20％の成長を目指す

TOPICSTOPICS

インドネシア現地法人が、
国際オートメーション技術総合展に出展

中国・大連にソフトウェア開発拠点を設立
現地での商品・サービス提供の拡大を視野に

昨年12月、インドネシア・ジャカルタで行われた「The 9th
International Industrial Control and Automation
Technology Exhibition」に、山武・ベルカインドネシア株式会社
が出展しました。
国際的なオートメーション技術総

合展の一つである同展示会には、世
界中から1,500社の製造メーカー
が出展。その中で同社ブースでは、
お客様の課題をトータルソリュー
ションで解決する山武のケーパビリ
ティを前面にアピールしました。

山武は、今年1月、中国で初めてのソフトウェア開発拠点として、
山武情報技術センター（大連)有限公司を大連市に設立し、業務を
開始しました。
製品に組み込まれるソフトウェアの開発とともに、山武グルー

プ内の営業、生産、サービス、顧客支援
などの情報インフラを開発。さらに、山
武グループの中国市場での事業拡大に
伴い、現地での製品・サービス関連の情
報インフラの開発・運用や、お客様との
協働により、ソフトウェアを含む商品・
サービス提供を拡大していきます。

当社は、中国を中心とするアジア各地、米国、ヨーロッ

パにグループ会社を設立し、営業を展開しています。

当期の海外事業環境においては、減速懸念はあるもの

の米国経済が底堅く推移し、中国をはじめとするアジア

諸国および欧州では景気が拡大を続けるなど、概ね順調

に推移しました。

拓が進み、引き続き売上を拡大させることができました。

一方、アドバンスオートメーション事業における国際展開

においても、中国・韓国・台湾での設備投資の増加に加え、

事業を再構築した北米を中心に、欧米でも業績が拡大し、

売上が大きく増加しました。

今後は、国際事業のさらなる拡大に向けて、海外生産工

場の生産能力を拡充していくとともに、注力市場である中

国・その他アジア地域での販売力を強化していきます。ま

た、欧米市場においては、アライアンスの強化を図ってい

きます。山武では、こうした取り組みにより、引き続き拡大

が見込まれる海外市場において、年率約20％の成長を目

指していく考えです。

当期における事業環境

ビルディングオートメーション事業における国際事業展

開としては、中国・韓国・台湾・東南アジア地域での市場開

国際事業の取り組みと成果



連結財務諸表

当期
2007年3月31日現在

連結貸借対照表の要旨

科　　目

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
たな卸資産
その他
固定資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産
資産合計

負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金
短期借入金
その他
固定負債
長期借入金
退職給付引当金
その他
負債合計

少数株主持分
少数株主持分

資本の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式
資本合計
負債、少数株主持分及び資本合計

純資産の部
株主資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式
評価・換算差額等
少数株主持分
純資産合計
負債・純資産合計

145,965
28,380
79,508
21,248
16,828
71,916
31,023
6,982

33,910
217,882

79,902
38,688
13,956
27,257
26,438
7,913

16,269
2,255

106,341

682

10,522
12,647
80,471
7,164

59
△8

110,858
217,882

─
─
─
─
─
─
─
─
─

159,720
24,075
89,183
24,702
21,758
70,958
30,677
6,174

34,106
230,679

86,967
42,200
14,017
30,749
24,744
6,152

15,874
2,717

111,712

─

─
─
─
─
─
─
─
─

110,185
10,522
12,647
87,025
△10

7,694
1,086

118,966
230,679

13,754
△4,304

9,675
3,454
4,929
△957
△346
△807

196
12,797

7,064
3,511

61
3,492
△1,693
△1,760
△395

462
5,371

─

─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─

前期
2006年3月31日現在

増　減

（単位：百万円）

連結貸借対照表
1.当期末の資産の状況は、売上増加
による受取手形及び売掛金の増加
や、受注残高等の増加によるたな
卸資産の増加等により、前期末に比
べて127億9千7百万円増加し、
資産合計で2,306億7千9百万円
となりました。

2.当期末の負債の状況は、支払手形
及び買掛金の増加等により、前期末
に比べて53億７千1百万円増加し、
負債合計で1,117億１千2百万円
となりました。

3.当期末の純資産の状況は、純資
産合計で1,189億6千6百万円
となり、少数株主持分控除後の
自己資本比率は51.1％（前期末は
50.9％）となりました。

第85期のポイント
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当期
2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

連結損益計算書の要旨

科　　目

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純利益

188,320
115,551
72,769
59,254
13,514

623
199

13,938
3,262
1,550

15,650
4,735

969
149

9,795

234,572
149,792
84,779
67,466
17,313
1,109

565
17,857

629
631

17,855
5,970
1,027

211
10,646

46,251
34,241
12,010
8,211
3,798

485
366

3,918
△2,632
△919
2,205
1,234

58
61

850

前期
2005年4月 1日から
2006年3月31日まで

増　減

（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

科　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少（△）額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の期首増加高

現金及び現金同等物の期末残高

連結キャッシュ・フロー計算書
1.営業活動によるキャッシュ・フローは75億2
千3百万円の資金流入となりました。これは
当期純利益の計上等によるものであります。

2.投資活動によるキャッシュ・フローは24億７
千5百万円の資金流出となりました。これは
藤沢テクノセンター内新棟建設に伴う支出等
によるものであります。

3.財務活動によるキャッシュ・フローは63億4
千7百万円の資金流出となりました。これは
長期借入金返済による支出の増加及び配当
金の支払額の増加等によるものであります。

第85期のポイント

連結損益計算書
1.売上高は、市場環境の好調さに加
え、株式会社金門製作所の業績が
寄与し、全体で前期比462億5千
1百万円（24.6％)増加の2,345
億7千2百万円となりました。

2.利益面につきましては、増収に加
え、販管費の効率的な運用、生産
面でのコストダウン等に努めた結
果、営業利益173億１千3百万円、
経常利益178億5千7百万円（前
期比いずれも、28.1％の増加）と
なりました。

3.当期純利益は106億4千6百万円
と前期比8.7％の増加（前期は東
京事業所の土地一部売却により
27億1千2百万円の特別利益計
上）となりました。

第85期のポイント

当期
2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

6,386

△7,404

△3,328

208

△4,137

40,249

190

36,303

7,523

△2,475

△6,347

186

△1,112

36,303

─
35,190

前期
2005年4月 1日から
2006年3月31日まで

（単位：百万円）
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連結財務諸表

単独財務諸表

2006年4月31日から
2007年3月31日まで

連結株主資本等変動計算書

2006年3月31日残高
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当（注）
剰余金の配当
取締役賞与（注）
当期純利益
自己株式の取得
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
2007年3月31日残高

10,522

─
10,522

12,647

─
12,647

80,471

△2,207
△1,839
△46

10,646

6,553
87,025

△8

△2

△2

△10

103,634

△2,207
△1,839
△46

10,646
△2

6,551
110,185

7,164

313

313
7,477

─

△1

△1
△1

59

158

158
218

7,224

470

470
7,694

682

404

404
1,086

111,540

△2,207
△1,839
△46

10,646
△2

874

7,425
118,966

株主資本 評価・換算差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 為替換算
調整勘定繰延ヘッジ損益その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

少数株主
持分

純資産
合計

（単位：百万円）

(注) 2006年6月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。

当期
2007年3月31日現在

単独貸借対照表の要旨

科　　目

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金等
たな卸資産
その他
固定資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産
資産合計
負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金等
短期借入金
その他
固定負債
長期借入金
退職給付引当金
その他
負債合計

119,376
23,067
66,252
13,206
16,849
55,619
16,460
1,391

37,768
174,995

58,911
30,143
3,361

25,406
13,032
1,059

11,366
606

71,943

128,132
16,077
74,341
16,226
21,487
55,732
16,907
1,305

37,519
183,864

63,157
33,250
2,886

27,019
12,334

937
10,845

551
75,491

8,755
△ 6,990

8,088
3,019
4,637

112
446
△ 85
△ 248
8,868

4,245
3,107
△ 474
1,612
△ 698
△ 122
△ 521
△ 55
3,547

前期
2006年3月31日現在

増　減 当期
2007年3月31日現在

科　　目

資本の部

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

自己株式

資本合計

負債・資本合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

純資産合計

負債・純資産合計

10,522

12,647

72,732

7,157

△8

103,051

174,995

─
─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─

100,996

10,522
12,647
77,836
△10

7,376

108,373

183,864

─
─
─
─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─

前期
2006年3月31日現在

増　減

（単位：百万円）
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単独財務諸表

当期
2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

単独損益計算書の要旨

科　　目

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前当期純利益
当期純利益
当期未処分利益

163,979
100,637
63,341
52,468
10,872

731
142

11,461
3,279
1,650

13,089
8,263

17,711

173,878
106,238
67,640
53,489
14,151

788
153

14,786
823
585

15,025
9,196
─

9,899
5,600
4,298
1,020
3,278

57
10

3,325
△2,455
△1,065

1,935
933
─

前期
2005年4月 1日から
2006年3月31日まで

増　減

（単位：百万円）

2006年4月 1日から
2007年3月31日まで

単独株主資本等変動計算書

2006年3月31日残高

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）

剰余金の配当

取締役賞与（注）

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 評価・換算差額等

資本準備金
資本金

その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金
株主資本合計自己株式 その他有価証

券評価差額金
評価・換算
差額等合計

純資産合計

（単位：百万円）

10,522

─
10,522

12,647

─
12,647

─

─
─

2,519

─
2,519

70,213

△2,207
△1,839
△46

9,196

5,104

75,317

△8

△2

△2

△10

95,894

△2,207
△1,839
△46

9,196
△2

5,101

100,996

7,157

218

218

7,376

7,157

219

219

7,376

103,051

△2,207
△1,839
△46

9,196
△2

219

5,321

108,373

(注) 2006年6月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。
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会社概要および株式情報（2007年3月31日現在）

■概　要
株式会社　山武

Yamatake Corporation

1906年12月1日

1949年8月22日

105億2,271万6,817円

5,390名

山武グループの中核として、ビルディングオート
メーション事業、アドバンスオートメーション事業に
おいて製品・システムの開発から生産、販売、施工、
メンテナンスサービスまでを一貫して展開するとと
もに、国際事業並びに環境事業、ホームコンフォー
ト事業及び健康福祉事業など社会的ニーズの高い
ライフオートメーション事業を展開しております。

商 号

英 文 商 号

創 業

設 立

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容

■事業所
●本社
〒100-6419 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号（東京ビル）

●ビルシステムカンパニー
東京本店、北海道支店、東北支店、北関東支店、茨城支店、東関東
支店、横浜支店、長野支店、中部支社、北陸支店、関西支社、中国支
店、四国支店、九州支店　その他全国営業所等

●アドバンスオートメーションカンパニー
北海道支店、東北支店、北関東支店、東京支社、中部支社、関西支
社、中国支店、九州支社　その他全国営業所等

●工場　その他
藤沢テクノセンター、湘南工場、伊勢原工場、品川ビジネスセン
ター、ドキュメントセンター、輸出配送センター、藤沢配送センター、
環境技術センター、川崎オフィス

●海外事務所
上海事務所、ベトナム駐在員事務所

東京ビル

■役　員（2007年6月28日現在）

佐　藤　良　晴

小野木　聖　二

斉　藤　清　文

河　内　　　淳

佐々木　忠　恭

東　郷　正　昭

安　田　　　信

ユージン　リー

鶴　田　行　彦

小　林　倫　憲

枝　並　孝　造

藤　本　欣　哉

田　辺　克　彦

下　田　貫一郎

小　川　定　親

平　岡　年　雄

岡　　　正

曽　禰　寛　純

鷲　　　安由樹

大久保　利　恒

宮　地　利　光

持　丸　賢　治

清　水　一　男

川　島　　　正

國　井　一　夫

不　破　慶　一

船　本　純　治

猪野塚　正　明

吉　田　壽　夫

細　谷　卓　司

玉　寄　長　務

代表取締役会長
執行役員会長
代表取締役社長
執行役員社長
取　　締　　役
執行役員専務
取　　締　　役
執行役員常務
取　　締　　役
執行役員常務

取　　締　　役

取　　締　　役

取　　締　　役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監　　査　　役

監 査 役

執行役員常務

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員
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■大株主

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

ノーザン トラストカンパニー（エイブイエフシー）
サブ アカウント アメリカン クライアント

明治安田生命保険相互会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本生命保険相互会社

7,686

5,229

5,214

4,849

2,669

10.44

7.10

7.08

6.59

3.62

■株価と出来高の推移
（円）�

（千株）�

0

10,000

5,000

2,000

2,500

3,000

3,500
株価�

出来高�

2006年4月� 10月� 11月� 12月�2007年1月� 2月� 3月�5月� 6月� 7月� 8月� 9月�

■所有者別状況

●金融機関 37,974千株 51.61%�

●外国法人等 22,473千株 30.54%�

●個人その他 7,115千株 9.67%�

●その他法人 5,468千株 7.44%�

●証券会社 535千株 0.73%�

●自己株式  8千株 0.01%

■グループ会社一覧

■株式の状況

議決権比率
（％）株主名 所有株式数

（千株）

株式会社山武
株式会社山武商会
山武コントロールプロダクト株式会社
山武エキスパートサービス株式会社
山武フレンドリー株式会社
山武ケアネット株式会社
安全センター株式会社
株式会社イー・エス・ディ

●発行可能株式総数 …………………………………279,710,000株
●発行済株式総数 ……………………………………73,576,256株

●株主数 ………………………………………………………6,348名

熊本安全センター株式会社
セキュリティフライデー株式会社
原エンジニアリング株式会社
株式会社金門製作所
株式会社青森製作所
和歌山精器株式会社
白河精機株式会社
株式会社金門白沢

株式会社金門会津
株式会社金門原町
株式会社金門瑞穂
株式会社金門唐津
株式会社金門岩瀬
金門環境設備株式会社
北海道金門工事株式会社
株式会社東北金門工事

ロイヤルコントロールズ株式会社
株式会社太信
株式会社ビルディング・パフォーマンス・
コンサルティング
株式会社テムテック研究所

韓国山武株式会社
台湾山武株式会社
山武タイランド株式会社
山武フィリピン株式会社
山武マレーシア株式会社

●海　外

●国　内

山武コントロールズシンガポール株式会社
山武・ベルカインドネシア株式会社
大連山武機器有限公司
山武情報技術センター（大連）有限公司
山武環境制御技術（北京）有限公司

山武環境エンジニアリング（上海）有限公司
上海山武制御機器有限公司
山武中国有限公司
上海山武自動機器有限公司
YCP精密香港有限公司

山武センシング・コントロール株式会社
山武アメリカ株式会社
山武ヨーロッパ株式会社
シーカル山武株式会社



株 主 メモ

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

定時株主総会基準日

期末配当金受領株主確定日

中間配当金受領株主確定日

単 元 株 式 数

公 告 方 法

株主名簿管理人事務取扱場所

同 事 務 連 絡 先

同 取 次 所

証 券 コ ー ド

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

毎年3月31日

毎年3月31日

毎年9月30日

100株

当社ホームページ（http://jp.yamatake.com/ir/）に掲載しております。
ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由
が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

〒135-8722
東京都江東区佐賀一丁目17番7号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
電話（0120）288-324（フリーダイヤル）

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
本店及び全国各支店（プラネットブースを除く）

6845

この事業報告書は、古紙配合率�
100％再生紙を使用しております。�

この事業報告書は、環境に優しい�
植物性大豆油インキを使用しております。�

http://jp.yamatake.com/
〒100-6419 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号（東京ビル）

─────お知らせ ─────
配当金を銀行預金・郵便貯金口座へお振込みすることもできます。

お手続きには振込指定書のご提出が必要ですので株主名簿管理人に指定書用紙をご請求ください。


